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自然共生サイト認定のメリット
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自然共生サイト認定のメリット例１

・サイトの区域、所有・管理体制、生物多様性の価値・
維持計画等が、確かなものとして（R7以降は法律に基
づいて）公的に認められることで、企業等が安心して支
援することができる。

・支援されたいサイトと支援したい者のマッチングの場
を利用できる。

・支援する企業等には「支援証明書」が発行され、支援
内容によってはTNFDへの活用も可能なため、企業等の
支援意欲が高まる。
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令和６年度前期認定サイト

蒜山高原鳩ヶ原草原及び周辺湿原（申請者：蒜山自然再生協議会）
岡山県真庭市 ６２．15ha

サイト内には半自然草原及び湿地が存在する。周囲には改良牧野や二次林、ス
ギ・ヒノキ等の人工林が存在する。昭和中期以降、半自然草原は人の手が入らなく
なり二次林や改良牧野などに変わっていく中、本サイトは蒜山に残存する最大の半
自然草原になっている。









大成建設の支援内容（技術的支援）
・茅の利用促進・拡大
・湿地再生・保全
・生物多様性クレジットの試行

大成建設HPより
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鳥取県の取組
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鳥取県の取組

余戸地区ウスイロヒョ
ウモンモドキ保護の会
（鳥取市内の保護団体）

田中工業株式会社
（鳥取市内の建築業者）

鳥取銀行

鳥取県

①登録

➁紹介

➂紹介

④協定
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田中工業

・シカ侵入防護ネットの設置・点検

・ウスイロヒョウモンモドキ食草、吸
蜜草の栽培圃場の整備
・登山道の維持管理

…など、余戸地区ウスイロヒョウモン

モドキ保護の会が実施する保全活
動に参画し、支援を行う。

鳥取県の取組
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②サイト認定
（認定証発行）

③支援実施（寄附等）

①認定申請
実施主体

⑤証明書の発行

支援者

0

認定機関

支援証明書
発行機関

◼ 自然共生サイト等にヒト・モノ・カネいずれかの支援を行った者に“支援証明書”を発行。

◼ 令和７年度の本格発行を目指し、支援証明書をTNFDやIR等の投資家向け情報開
示に活用できるよう、投資家目線のWGにて記載事項を作り込み中。令和６年９月から
試行運用を開始（※１）。併せてマッチングイベントも開催（※２）。

◼ 認定された自然共生サイトを財務情報開示等にどのように活かすか（留意事項含む）
についても、同じWGでストーリー作りの支援を実施。

自然共生サイトに支援した際の“支援証明書”

（※ １）令和６年９月13日付報道発表 https://www.env.go.jp/press/press_03689.html
（※ ２）令和６年10月１日付報道発表 https://www.env.go.jp/press/press_03801.html

④発行申請

https://www.env.go.jp/press/press_03801.html
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支援証明書（試行版）発行イメージ
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自然共生サイト認定のメリット例２

・サイトへの専門家の派遣が可能（モニタリング計画作
成支援等のため）

・環境省の「生物多様性保全推進交付金」の対象となる
（認定希望サイトの活動計画作成、認定サイトのモニタ
リング手法改善、等々）。

・自治体（鳥取県は認定希望サイトも）、企業（ドコモ
等）、民間団体等による独自の支援事業の対象となる。

・サイトにおける活動に係る自然公園法等の手続き（木
竹の伐採等）が一部簡略化される。
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有識者マッチング制度
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生物多様性保全推進支援事業（交付金）について

対象事業 交付対象となる事業内容 交付対象事業者 交付率・交付額 事業期間

(１)
ー１

生物多様性増進
活動基盤整備

① 増進活動実施計画及び連携増進活動実施計
画の作成等の取組
② 生物多様性増進活動支援センターの設置又
は運営に係る体制構築並びに同センターが実
施する取組

①地方公共団体、NPO法人、法人格を有
する民間団体(企業や大学等含む)、法人
格を有しない団体で自然環境局長が特に
必要と認める者等
②支援センターの設置者/管理者又は設
置を予定している地方公共団体

事業費の１/２以内
原則２年以内
(最長3年)

(１)
ー２

生物多様性増進
活動実施強化

自然共生サイト又は増進活動実施計画・連携
増進活動実施計画に基づく、管理手法の改善
や生物調査等の活動内容の向上のための取組

地方公共団体、NPO法人、法人格を有す
る民間団体(企業や大学等含む)、法人格
を有しない団体で自然環境局長が特に必
要と認める者

定額
１件あたり150万円まで
※ 生物多様性維持協定
を締結している場合は
250万円を上限とする

原則２年以内

(２)
重要生物多様性
保護地域等保全
再生

国立公園、国定公園、自然環境保全地域、国
指定鳥獣保護区、ラムサール条約湿地、世界
自然遺産、ユネスコBR、自然再生事業実施計
画区域内における生息環境の保全再生（令和
５年度までに採択された継続事業のうち、自
然共生サイト内における事業を含む）

地域生物多様性協議会（地方公共団体等
とその他の主体で構成）

事業費の１/２以内
原則２年以内
(最長3年)

(３)
国内希少野生動
植物種生息域外
保全

国内希少野生動植物種を対象とした、種の保
存に資する飼育・繁殖・野生復帰の取組

動物園、植物園、水族館、昆虫館又はこ
れらに類する施設の、法人格を有する設
置者・管理者

定額
１種あたり200万円まで

原則３年以内

(４)
国内希少野生動
植物種生息域内
保全

国内希少野生動植物種を対象とした生息環境
改善のほか、これに付随する分布状況調査・
保全計画策定等の取組

地方公共団体、NPO法人、法人格を有す
る民間団体(企業や大学等含む)、法人格
を有しない団体で自然環境局長が特に必
要と認める者等

定額
１件につき150万円まで
※ 保全計画策定を含む
場合は初年度に限り250
万円を上限とする

原則３年以内

(５)
里山未来拠点形
成支援

重要里地里山、都道府県立自然公園、都道府
県指定鳥獣保護区、自然共生サイト、生物多
様性増進活動実施区域等の生物多様性保全上
重要な地域における環境的課題と社会経済的
課題を統合的に解決しようとする活動

里山未来拠点協議会（地方公共団体等と
その他の主体で構成）

事業費の３/４以内
原則２年以内
(最長３年)

◼ 認定の加速化・活動の自走化に向けて、活動計画の作成や認定後の質の向上を支援するメニューの新設、交付率・
交付対象事業者等の見直し

【参考】 令和７年度交付対象事業イメージ（黄色：新設、赤字：変更）
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鳥取県の取組
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鳥取県の取組
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自然共生サイト認定の法制化
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自然共生サイトの法制化

地域生物多様性増進法
（地域における生物の多様性の増進のための活動の促進等に関する法律）

・令和７年４月施行
・認定対象が「場」から「活動計画」へ
・生物多様性の価値を回復・創出する活動も対象へ
・市町村は、複数の活動主体をまとめて申請可能
・市町村は、土地所有者との協定締結が可能
・認定を受けると、活動にかかる法手続きが一部簡略化
・既認定サイトは、簡単な事務手続きで、順次新制度に
移行
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生物多様性維持協定

＜生物多様性維持協定＞ （第22条～第26条関係）
⚫ 認定連携市町村は、認定連携増進活動実施計画の実施のため必要があると認めるときは、認定連携

活動実施者及びその認定連携増進活動実施計画に係る区域（海域を除き、生物の多様性が維持
されている区域に限る。）内の土地の所有者等と協定を締結して、当該土地の区域内の連携地域生
物多様性増進活動を行うことができるものとする。

⚫ 生物多様性維持協定は、協定区域内の土地の所有者等の全員の合意を得なければならない。
⚫ 認定連携市町村による公告のあった協定は、その公告のあった後において協定区域内の土地の所有者

等となった者（相続人等）に対しても、その効力があるものとする。

土地の所有者等の協力が活動の継続に不可欠であることを踏まえ、市町村が作成
した「連携計画」に基づき、長期安定的に活動を実施するための協定制度を設ける。

土地所有者

生物多様性維持協定
～活動の継続性・安定性の確保へ～

市町村

活動実施者
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認定計画に係る法律上の特例

＜法律上の特例措置＞（第15条～第22条関
係）

法律 対象地域 特例の対象とする行為の例

自然公園法 国立公園及び国定公園

・木竹の伐採（木竹の本数の調整、整枝等）

・工作物の新築（自動撮影カメラや赤外線セン
サーその他の動植物の生育・生息状況をモニ
タリングするために必要な小規模な機器又は
防鹿柵等） 等

自然環境保全法 自然環境保全地域

種の保存法 生息地等保護区の管理地区

鳥獣保護管理法 鳥獣保護区の特別保護地区

都市緑地法 緑地保全地域及び特別緑地保全地区

森林法 地域森林計画対象民有林 ・伐採等の届出

対象制度 対象制度の概要

特定外来生物の防除
（外来生物法）

民間等による特定外来生物を計画的に防除する計画について、環境大臣等の認定を受ける
ことにより、特定外来生物法及び鳥獣保護管理法の規制の一部が不要となる。

生態系維持回復事業
（自然公園法、自然環境保全法）

民間等による国立公園等におけるシカ対策等の事業について、環境大臣等の認定を受けるこ
とにより、国立公園等における許可等が包括的に不要となる。

保護増殖事業
（種の保存法）

民間等による国内希少動物種の保護等の事業について、環境大臣の認定を受けることにより、
種の保存法による規制が包括的に不要となる。

①保護地域等における行為規制等の特例

②関連法令の認定みなし

認定により、自然公園法等の手続
をワンストップ化・簡素化
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活動計画策定の流れ

活動計画策定の流れ・留意点

35

現況等の把握

目標の設定

実施区域の設定

活動手法の
設定

計画期間・実施
時期・実施体制

の設定

ポイント

⚫ 活動を検討する実施区域（以下「想定実施区域」という。）の現況及び土地利用の
変遷を把握。

⚫ 想定実施区域の周囲の状況を把握。
⚫ 想定実施区域の課題を把握。

⚫ 具体的な活動を行う範囲のみとし、地理的に明確な範囲を設定。

⚫ 現況等の把握で収集整理した情報を踏まえ、目標を設定。
⚫ OECM相当の生物多様性が豊かな場所は、その価値を維持する目標を設定。
⚫ 回復・創出が必要な場所は、土地の履歴や周辺の環境、地域の意向を踏まえて設定。

⚫ 目標を達成するために今後必要となる活動を設定。
⚫ 活動の効果を把握するための指標・モニタリング手法を設定。

⚫ 目標を達成するために、適切な計画期間・活動の実施時期を設定。

⚫

目
標
が
実
現
可
能
か
確
認
。

望ましい活動手
法リストを参考に
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地方環境事務所も
相談に乗ります！
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自然共生サイト認定が目指すもの

市民、事業者、自治体等の多様な主体による取組を後
押しすることにより、 30by30達成への寄与に止まらず、
国民全体が生物多様性保全を自分事として意識し行動す
ることで構築される「自然共生社会」の実現に向けた機運を
醸成する。



生物多様性のための30by30アライアンス

●参加希望者は、自ら行おうとする取組を事務局に登録（※随時受付） 
●参加による効果は以下のとおり。

➢ 参加者をWebサイト上に掲載し、その取組を発信
➢ 自然共生サイトの申請を支援
➢ ロゴマークを使って取組をPR 等

モチーフとしてカエルを採用し、その中に森や海と
いった自然やそこに住むいきもの、さらには都市や
舟など人々の生業を配置。
カエルの体部分（上部）は森林など陸域をイメージ
した緑基調の和紙、顔の部分（下段）は、海や川な
ど水域をイメージした青基調の和紙で表現。

参加方法とその効果

30by30アライアンスサイト
・参加者一覧を掲載
・自らの取組を掲載可能
・将来的にはマッチング機能も検討

30by30アライアンスロゴ

30by30をみんなで進めていくための有志連合

⚫環境省を含めた産民官17団体を発起人とする「生物多様性
のための30by30アライアンス」を2022年４月に発足。企
業、自治体、NPO法人等、計1086者が参加（2025年7月10日現在）

⚫自らの所有地や所管地内のOECM登録や保護地域の拡大を
目指す／そうした取組を応援するなど、30by30の実現に
向けた行動をとる仲間たちの集まり。
（自治体：島根県、徳島県、鳥取県、愛媛県、山口県、香川県、岡山市、廿日

市市、日野町、宇部市、西条市など 89団体）
   （企 業：トヨタ、イオン、パナソニックなど 525団体）



https://www.erca.go.jp/nature/index.html



https://www.erca.go.jp/nature/index.html



44

環境省30by30ウェブサイト
（OECM、自然共生サイト等）

https://policies.env.go.jp/nature/biodiversity/30by30alliance/

環境省30by30
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